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築に努めてまいりました。
さらに、経済性だけでは測れない企業の価値である「社

会性」や「環境性」にもバランスよく目を向け、「独自技術・
ノウハウにより事業を通じて社会に貢献する」、「ステーク
ホルダー（利害関係者）との関わりや対話を通じて当社に
対する要請を理解し、企業市民としてそれに応えるよう努
める」、「企業倫理・コンプライアンスの確立に努める」とい
う3つの指針のもと、CSR（企業の社会的責任）活動に注
力してまいりました。

特に環境問題への取り組みにおきましては、「環境と共
生し人が心豊かに生きる社会」の実現のため、「地球温暖化
防止」「資源保護」「自然環境との調和」「有害化学物質による
汚染の防止」の4つを重点テーマとして活動に取り組んで
まいりました。

以 上 の 結 果、売 上 高 は1兆�,184億�千 万 円（ 前 期 比
�.9％増）となりました。利益につきましては、経常利益は
893億�千�百万円（前期比13.3％減）、当期純利益は4�3
億9千3百万円（前期比�.�％増）となりました。

なお、利益配当金につきましては、1株につき�0円とさ
せていただくこととなりました。

当期の業績

株主のみなさまにはますますご清栄のこととお慶び申し
上げます。平成18年4月1日から平成19年3月31日に至る
当社グループの営業の概況をご報告申し上げます。

住宅・建設業界におきましては、地価の下げ止まり傾向
や金利の先高観等により、持家については持ち直しの兆し
が現れたほか、貸家は増加するなど、新設住宅着工戸数は
全体として回復傾向で推移いたしました。一般建築につき
ましては、民間設備投資は増加しているものの、公共投資
は抑制基調にあり、本格的な回復には至らない状態で推移
いたしました。

このような経営環境のなか当社グループは、戸建住宅
部門において��年ぶりに開発した新工法を用いた２階建
て戸建住宅「xevo」（ジーヴォ）を発売するなど、新商品の
開発に努めたほか、地域密着型の営業体制の強化、きめ細
かいサービス体制の構築を行ってまいりました。また、グ
ループ内の連携強化に努め、建物の施工から維持および運
営管理、リフォームなどに至る一貫したサービスの提供に
より、お客さまとの絆を大切にするリレーション体制の構

グループ経営の強化により
新しい価値を創造します。

代表取締役社長

株主のみなさまへ
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グループ経営の強化

当社グループは、創業�0周年である平成1�年度を初年
度とした「第一次中期経営計画－Challenge �00�－」を 
3か年計画として策定しております。

これは、平成1�年度を100周年に向けての新たなス
タートの年度と位置づけ、「グループの連携強化」「コア技
術の開発」「成長の布石への積極的な投資」「調達・生産・物
流のグループ共同体制」「人材の確保と育成」「経営の企画機
能・管理体制の強化」を重点戦略として企業価値の向上を
目指していくものです。

平成18年には、「グループの連携強化」の一環として、連
結子会社のうち上場していた大和工商リース株式会社（平
成19年4月1日より大和リース株式会社に商号変更）、ダ
イワラクダ工業株式会社、大和物流株式会社との経営統合

（株式交換による100%子会社化）を実施いたしました。
さらに、リスク管理体制や業績評価の体制など、グルー

プ共通の経営基盤の強化を図るとともに、　｢成長の布石
への投資｣として、大和ハウスフィナンシャル株式会社（ク
レジットカード事業を中心としたリテールファイナンス
事業）・大和ハウスインシュアランス株式会社（保険代理店
事業）等の設立や、エリーパワー株式会社（リチウムイオン
電池事業）への資本参加、サイバーダイン株式会社（ロボッ
トスーツ事業）との業務提携を行うなど、積極的な投資を
行ってまいりました。

今後の取り組み

当社グループは、「人・街・暮らしの価値共創グループ」
として、新たな価値を創り、活かし、高め、心豊かに生きる
暮らしと社会を目指してまいります。また、平成18年�月
に国民の豊かな住生活の実現を図る「住生活基本法」が制定

されたことに伴い、豊かな住生活の実現に向けて、より質
の高い住宅ストックの形成や環境に配慮した住宅の供給
に取り組んでまいります。特に戸建住宅商品「xevo」（ジー
ヴォ）ブランドに既存の戸建住宅主力商品を統合し、主力
3商品（鉄骨系�商品、木造1商品）を新たに発売することに
より、ブランド力や経営効率の向上を図るとともに、商業
施設や物流施設などの不動産開発にも引き続き注力してま
いります。

新規事業につきましては、クレジットカード事業に進出
し、すべてのステークホルダー（利害関係者）との「エンド
レスパートナーシップ」の強化を図ってまいります。

また、CSR（企業の社会的責任）の遂行を重要な経営課
題と認識し、企業倫理、法令遵守、人権配慮などの社内教
育を強化するなど、さまざまなステークホルダー（利害関
係者）からの要請に応えられる経営体制の構築に努めてま
いります。商品・サービス面におきましては、環境保全へ
の取り組みをさらに強化するとともに、「安心・安全・信
頼」を感じていただける商品の提供や医療・介護関連施設
の建築など独自技術を活かした社会貢献をさらに積極化
し、企業価値の向上を目指してまいる所存でございます。

株主のみなさまにおかれましては、今後ともなお一層の
ご指導、ご鞭撻を賜わりますようお願い申し上げます。

平成19年�月
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住宅事業

戸建住宅部門では、次世代の住まい方を見据え、新工法

を用いた�階建て戸建住宅「xevo」（ジーヴォ）を発売しま

した。「xevo」は、断熱性・耐久性に優れた当社独自の外壁

システム「外張り断熱通気外壁」をコア技術として、長期間

美観を維持する外壁塗装「XEコート」（ジーコート）、省エネ

効果の高い「太陽光発電システム」を採用することにより、

ワンランク上の省エネルギーと高耐久性を追求し、光熱費

や建物メンテナンスにかかる費用など、建築後の住まいに

かかる費用「ライフサイクルコスト※」の低減を実現してい 

ます。

事業と商品のご紹介

xevo E

xevo WE

※ライフサイクルコスト：
建物が建ち、住まいとしての使用期間を経て、解体されるまでにかかるトータルのコ
スト。つまり、建物の一生涯にかかるトータルコストのこと。

「xevo」は、戸建住宅部門における基幹商品として積極

的な推進を図っており、現在、既存戸建商品の「xevo」ブラ

ンドへの統合を進めています。その一環として、今春より、

「上質な暮らし」をコンセプトにした「xevo E（ジーヴォ・

イー）」、子育て世代向けの「xevo V（ジーヴォ・ヴイ）」、木

造のD-COMS耐震構造を採用した「xevo WE（ジーヴォ・

ダブリューイー）」の3商品を「xevo」ブランドにラインナッ

プし販売を開始しています。

xevo V
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集合住宅部門では、土地オーナーさまの経営目的にあっ

た賃貸住宅を提供し、建築後も長期にわたって安心して

経営に取り組んでいただけるよう、さまざまな角度からサ

ポートを行っています。

また、従来の営業展開と合わせて、都市部での営業活動

も一層強化し、土地をより高度に活用できる中高層建築で

の賃貸住宅需要に応えています。

集合住宅事業

セジュールオッツ（スタイリッシュシンプル）

セジュールオッツ（スタイリッシュエレガント）

新商品としましては、3階建て賃貸住宅商品「セジュー

ルオッツ」を発売しました。「セジュールオッツ」は準耐火

構造を採用し、市街地における土地オーナーさまのニーズ

に対応できる土地活用度の高い商品として、狭小・変形敷

地にも効率よく建築できます。また、シングルからファミ

リーまで幅広い層に対応できるよう、清潔感あふれるモダ

ンな印象の「スタイリッシュシンプル」と、落ち着いた外

観でスタンダードなデザインの「スタイリッシュエレガン

ト」の�つの建築スタイルを設定することにより、多様化す

るご入居者の需要にも柔軟に応えることができ、土地オー

ナーさまの安定経営を支えます。

「建てていただいてからが本当のおつ
きあい」と考える当社がお引き渡し
後も長期にわたり「信頼のオーナー
ズパートナー」として、賃貸住宅オー
ナーとなられたお客さまの施設管理・
経営・資産管理を総合的にサポートす
るシステムです。

経営効率にもかかわる空室。当社で
は、入居者募集ホームページ「ディー
ルームチンタイ」を公開しています。
より多くの入居希望者にタイムリーに
情報を提供することによって、安定経
営をサポートします。
ホームページアドレス

 http://www.d-roomchintai.net/

悠々サポート・DAPS
ダイワハウス　アパートメントハウス 

パートナーシップ　システム

インターネットによる入居者募集サポート

ディールームチンタイ( )
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事業と商品のご紹介

増改築事業

増改築部門では、お客さまに、より快適に暮らしていた

だくために、当社の豊富なノウハウをもとにさまざまな提

案を行い、お客さまの個性やライフスタイルに適したサー

ビスの提供に努めています。

また、ライフステージの変化に伴う家族構成の変化、ご

家族の高齢化への対応や住まいに対するニーズの多様化に

配慮した、住宅メーカーならではの「住まい方」「暮らしご

こち」を提案することで、特長ある事業を推進しています。

マンション事業

マンション部門では、大都市圏での事業展開を強化し、

従来の中規模物件とともに、大規模物件や複合型開発物件

の事業化に積極的に取り組んでいます。

また、地方都市圏においても、中心市街地や生活至便エ

リアでの大規模物件をはじめとして、地域に密着した物件

の提供を行っています。

これらの事業展開に加えて、多様なライフスタイルに合

わせた「住まい方」の提案を行い、地域におけるマンション

のブランド力強化に努めています。

ディーグラフォート長崎

ディーグラフォート盛岡タワー

施工前

施工後
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建築事業

建築部門では、物流関連施設、医療介護施設、法人拠点

施設への営業展開を積極的に進めています。物流関連施設

については、その効率化とサービスへの高度な要求に応え

るため、土地情報の提供とソリューション提案を行い業容

の拡大に努めています。

また、豊富な経験とコンサルティング力を基盤に将来

の超高齢化社会を見据えた医療・介護施設の建築や運営

支援に取り組み、企業の販売拠点の見直しの需要に対して

は、土地情報の提供をもって効果的な営業展開を図ってい 

ます。

流通店舗事業

流通店舗部門では、地域に密着した営業による豊富な土

地情報とコンサルティング力を基盤として、郊外の幹線道

路沿いを中心に駐車場併設型店舗の建築を数多く手がけま

した。

これにより郊外に出店する全国チェーン各社の出店戦略

において、当社は引き続き大きな役割を果たしています。

また、広大な土地に複数の店舗で構成する複合・大型商

業施設の開発や、生鮮スーパーを核とした最寄商圏利便型

の中規模商業施設の開発にも注力しています。

ダイワロイネットホテル金沢

フォレオひらかた

有料老人ホームまどか蕨

物流倉庫浦安B棟
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事業と商品のご紹介

ホームセンター事業

ホームセンター事業では、新たに「ロイ

ヤルホームセンター北神戸」、「ロイヤル

ホームセンター京都横大路」を出店した

ほか、既存のロイヤルホームセンター �

店舗を順次リニューアルオープンし、業

容の拡大に努めました。

市場の成熟化、進行する店舗の同質

化、取引商品の拡大による異業種との競

争激化など依然として厳しい経営環境の

なか、お客さまのニーズや地域特性に応

じた多彩な売場の展開により差別化を図

りました。また、コスト構造の改革を進

めるなど積極的な経営改善に取り組み、

「ホームソリューション」業態の確立を目

指しています。

リゾート・スポーツ施設事業

リゾート部門では、連結子会社の大和

リゾート株式会社にリゾートホテル事業

を譲渡し、ゴルフ場については、新たに

設立したダイワロイヤルゴルフ株式会社

と運営等の委託契約を締結するなど、事

業基盤の強化を図りました。

ス ポ ー ツ 施 設 部 門 で は、千 葉 県 に

「NAS新鎌ヶ谷」を出店するほか、大和

リゾート株式会社が運営する「ロイトン

札幌」内に新規店舗として「ロイトン倶

楽部」を開設し、幅広い年齢層のお客さ

まの開拓を進めるとともに、コンビニ型

フィットネスクラブ「BURNS」（バーン

ズ）のサービスを開始するなど、多角的な

施設運営に取り組んでいます。

その他事業

建築部材の製造販売事業部門では、住

宅メーカーへのエクステリア商品の販売や

インテリア関連の受注、什器・備品レンタ

ルの営業強化に注力しました。物流事業

部門では、グループ内の各事業所に向け

た書類保管サービスを開始するとともに

保管・配送業務の一括受託を推進し、一

般企業向け物流事業も拡大しました。都

市型ホテル事業部門では、ダイワロイネッ

トホテルを新たに�か所開業し、全国8か

所に展開しました。また、クレジットカー

ド事業を核とするリテールファイナンス事

業の展開のため、株式会社クレディセゾン

と新たに大和ハウスフィナンシャル株式会

社を設立し、新たな収益事業の創出とグ

ループ各事業の連携強化を図っています。

沖縄残波岬ロイヤルホテル

ロイヤルホームセンター京都横大路店

（上）ダイワロイネットホテル水戸
（右）ダイワセゾンカード
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第67期第66期 第68期第65期 第67期第66期 第68期第65期 第67期第66期 第68期第65期
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	 第 65 期	 第 66 期	 第 67 期	 第 68 期

売上高	 1,224,647	 1,365,913	 1,528,983	 1,618,450

営業利益	 59,660	 67,849	 80,072	 85,678

経常利益	 72,590	 74,209	 103,073	 89,356

当期純利益	 37,256	 40,262	 45,184	 46,393

総資産	 1,087,658	 1,358,806	 1,475,197	 1,630,022

純資産	 493,049	 524,109	 576,534	 661,145

自己資本比率（％）	 45.3	 38.6	 39.1	 40.4

	 円	 銭	 円	 銭	 円	 銭	 円	 銭

1 株当たり当期純利益	 68.16	 73.26	 81.88	 81.15

1 株当たり純資産	 902.32	 959.08	 1,053.37	 1,122.88
注 1：第 �� 期以前の純資産には、少数株主持分を含めておりません。
注 �：記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております（自己資本比率、1 株当たり当期純利益及び 1 株当たり純資産を除く）。

（単位：百万円）

注：記載金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 経常利益 当期純利益

業績ハイライト（連結）
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財務諸表（連結）
連結貸借対照表

	 前期	 当期
  科目

	 平成 18 年 3 月 31 日現在	 平成 19 年 3 月 31 日現在

流動資産	 620,019	 666,334

現金預金	 124,021	 102,369

受取手形・完成工事
未収入金及び売掛金	

60,631	 60,238

未成工事支出金	 49,560	 59,259

販売用土地建物	 296,033	 347,985

その他たな卸資産	 22,739	 25,083

繰延税金資産	 26,920	 27,684

その他	 42,272	 44,987

貸倒引当金	 △ 2,161	 △ 1,274

固定資産	 855,178	 963,688

有形固定資産	 505,471	 602,260

建物・構築物	 180,550	 204,361

機械装置・運搬具	 25,718	 31,926

工具器具・備品	 8,304	 9,074

土地	 286,699	 344,107

建設仮勘定	 4,198	 12,790

無形固定資産	 11,791	 17,116

投資その他の資産	 337,915	 344,311

投資有価証券	 104,739	 118,939

長期貸付金	 14,894	 6,462

敷金・差入保証金	 147,366	 155,098

繰延税金資産	 59,112	 53,356

その他	 20,333	 18,469

貸倒引当金	 △ 8,531	 △ 8,014

資産合計	 1,475,197	 1,630,022

（単位：百万円、単位未満切捨表示）

（
資
産
の
部
）

❶販売用土地建物
翌期以降販売予定のマンション用地等の仕入
れが増加したことに伴い前期に比べ�19億円
増加しています。

❷土地
不動産開発物件の土地や信託受益権を取得し
たことに伴い前期に比べ��4億円増加してい
ます。

❸敷金・差入保証金
転貸用資産等の賃借不動産が増加したことに
伴い前期に比べ��億円増加しています。

❶

❷

❸
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	 前期	 当期
  科目

	 平成 18 年 3 月 31 日現在	 平成 19 年 3 月 31 日現在

流動負債	 427,368	 489,588

支払手形・工事未払金及び買掛金	 169,853	 253,255

短期借入金	 6,183	 6,933

一年以内返済予定の長期借入金	 2,927	 1,070

未払金	 93,023	 71,219

未払法人税等	 16,211	 15,832

未成工事受入金	 65,423	 62,870

賞与引当金	 17,950	 20,485

完成工事補償引当金	 5,740	 6,318

その他	 50,055	 51,602

固定負債	 396,637	 479,288

長期借入金	 13,527	 50,570

会員預り金	 54,431	 48,817

長期預り敷金・保証金	 168,567	 188,943

再評価に係る繰延税金負債	 —	 27,458

退職給付引当金	 90,234	 94,293

その他	 69,876	 69,206

負債合計	 824,006	 968,876

少数株主持分	 74,656	 —

資本金	 110,120	 —

資本剰余金	 148,019	 —

利益剰余金	 355,494	 —

土地再評価差額金	 △ 63,392	 —

その他有価証券評価差額金	 30,746	 —

為替換算調整勘定	 △ 882	 —

自己株式	 △ 3,571	 —

資本合計	 576,534	 —

負債、少数株主持分及び資本合計	 1,475,197	 —

株主資本	 —	 717,104

資本金	 —	 110,120

資本剰余金	 —	 226,834

利益剰余金	 —	 387,842

自己株式	 —	 △ 7,692

評価・換算差額等	 —	 △ 57,795

その他有価証券評価差額金	 —	 29,873

土地再評価差額金	 —	 △ 86,847

為替換算調整勘定	 —	 △ 821

少数株主持分	 —	 1,837

純資産合計	 —	 661,145

負債純資産合計	 —	 1,630,022

（単位：百万円、単位未満切捨表示）

（
負
債
の
部
）

（
純
資
産
の
部
）

（
資
本
の
部
）

❹支払手形・工事未払金及び買掛金
主に通常は月末に支払っている工事代金等の
支払いが、当期期末日が金融機関の定休日で
あったことに伴い翌月初払いとなったため、
前期に比べ834億円増加しています。

❺長期借入金
主に子会社による不動産開発物件の土地等
の取得に伴い資金調達を行ったため、前期に
比べ3�0億円増加しています。

「純資産の部」
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準」等の適用に伴い、従来の「少数株主
持分」及び「資本の部」の表示が「純資産の部」
に変更されています。

❹

❺
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連結損益計算書

		  前期	 当期
  科目	 	 自 平成 17 年 4 月 1 日	 自 平成 18 年 4 月 1 日
	 	 至 平成 18 年 3 月 31 日	 至 平成 19 年 3 月 31 日

売上高	 1,528,983	 1,618,450

売上原価	 1,213,644	 1,283,587

売上総利益	 315,339	 334,862

販売費及び一般管理費	 235,266	 249,183

営業利益	 80,072	 85,678

営業外収益	 29,063	 10,609

受取利息配当金	 1,590	 2,142

持分法による投資利益	 350	 289

退職給付数理差異償却	 21,729	 3,164

その他営業外収益	 5,393	 5,012

営業外費用	 6,062	 6,931

支払利息	 1,321	 1,750

その他営業外費用	 4,741	 5,181

経常利益	 103,073	 89,356

特別利益	 2,422	 1,911

特別損失	 23,340	 14,818

税金等調整前当期純利益	 82,155	 76,449

法人税、住民税及び事業税	 23,814	 24,368

法人税等調整額	 9,830	 5,613

少数株主利益	 3,325	 73

当期純利益	 45,184	 46,393

（単位：百万円、単位未満切捨表示）

❶売上高
4期連続の増収（前期比�.9％増）となり、過去
最高の売上高を計上することができました。
主力事業である住宅事業・商業建築事業にお
いても、各々前期に比べ�.�％・�.3％の増収
となりました。

❷営業利益
4期連続の増益（前期比�.0％増）となり、過去
最高の営業利益を計上することができまし
た。売上原価率について前期に比べ0.1ポイ
ント改善することができました。

❸退職給付数理差異償却
前期は株式市場等が活況だったことに伴い
�1�億円の利益を計上しましたが、当期は31
億円と低調に終わりました。

❹少数株主利益
上場子会社3社（大和リース（株）・ダイワラク
ダ工業（株）・大和物流（株））を株式交換によ
り完全子会社化したことに伴い少数株主利益
が大幅に減少しました。

❶

❸

❹

❷
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連結株主資本等変動計算書

			   株主資本		
					      
		  資本	 利益		  株主資本 
	 資本金	 剰余金	 剰余金	 自己株式	 合計 
					   
平成 18 年 3 月 31 日残高	 110,120	 148,019	 355,494	 △3,571	 610,063
連結会計年度中の変動額
　株式交換に伴う変動額	 —	 80,706	 —	 △3,557	 77,149
　自己株式の内部取引に伴う変動額	 —	 △1,894	 —	 —	 △1,894
　剰余金の配当（注）	 —	 —	 △10,868	 —	 △10,868
　役員賞与（注）	 —	 —	 △406	 —	 △406
　当期純利益	 —	 —	 46,393	 —	 46,393
　土地再評価差額金取崩額	 —	 —	 △2,798	 —	 △2,798
　持分法適用関連会社減少に伴う剰余金増加高	 —	 —	 26	 —	 26
　自己株式の取得	 —	 —	 —	 △ 607	 △607
　自己株式の処分	 —	 3	 —	 43	 46
　�株主資本以外の項目の
　  連結会計年度中の変動額（純額）	

—	 —	 —	 —	 —

連結会計年度中の変動額合計	 —	 78,814	 32,347	 △4,121	 107,040

平成 19 年 3 月 31 日残高	 110,120	 226,834	 387,842	 △7,692	 717,104

当期（自 平成 18 年 4 月 1 日　至 平成 19 年 3 月 31 日）

❶株式交換に伴う変動額
上 場 子 会 社3社（ 大 和 リ ー ス

（株）・ダイワラクダ工業（株）・大
和物流（株））の株式交換に伴い前
期に比べ資本剰余金が80�億円
増加し少数株主持分が��4億円
減少しました。

❷剰余金の配当
平成18年�月に１株当たり �0円
の配当を実施しました。

（普通配当1�円、記念配当3円）

「連結株主資本等変動計算書」の新設
新会計基準の適用（平成18年�
月1日の会社法施行に伴うもの）
により、「連結剰余金計算書」に
かえて「連結株主資本等変動計
算書」が新設されました。

		 　　　評価・換算差額等
	 その他					      
	 有価証券	 土地	 為替換算	評価・換算	

少数株主
	

純資産
 

	 評価	 再評価	 調整勘定	 差額等	
持分

	
合計

 
	 差額金	 差額金		  合計		
平成 18 年 3 月 31 日残高	 30,746	 △63,392	 △882	 △33,528	 74,656	 651,191
連結会計年度中の変動額
　株式交換に伴う変動額	 —	 —	 —	 —	 △72,470	 4,678
　自己株式の内部取引に伴う変動額	 —	 —	 —	 —	 —	 △1,894
　剰余金の配当（注）	 —	 —	 —	 —	 —	 △10,868
　役員賞与（注）	 —	 —	 —	 —	 —	 △406
　当期純利益	 —	 —	 —	 —	 —	 46,393
　土地再評価差額金取崩額	 —	 —	 —	 —	 —	 △2,798
　持分法適用関連会社減少に伴う剰余金増加高	 —	 —	 —	 —	 —	 26
　自己株式の取得	 —	 —	 —	 —	 —	 △607
　自己株式の処分	 —	 —	 —	 —	 —	 46
　�株主資本以外の項目の
　  連結会計年度中の変動額（純額）	

△873	 △23,455	 61	 △24,267	 △348	 △24,615

連結会計年度中の変動額合計	 △873	 △23,455	 61	 △24,267	 △72,819	 9,954

平成 19 年 3 月 31 日残高	 29,873	 △86,847	 △821	 △57,795	 1,837	 661,145

（単位：百万円、単位未満切捨表示）

注：平成 18 年 � 月 �9 日開催の第 �� 期定時株主総会における利益処分項目です。

❶

❷

❶

❷

（単位：百万円、単位未満切捨表示）
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連結キャッシュ・フロー計算書

		  前期	 当期
  項目  自 平成 1� 年 4 月 1 日 自 平成 18 年 4 月 1 日
  至 平成 18 年 3 月 31 日 至 平成 19 年 3 月 31 日

 I. 営業活動によるキャッシュ・フロー

 税金等調整前当期純利益	 82,155	 76,449

 減価償却費	 26,814	 29,536

 退職給付引当金の増減額	 △ 29,084	 4,058

 受取利息及び受取配当金	 △ 1,590	 △ 2,142

 支払利息	 1,321	 1,750

 持分法による投資利益	 △ 350	 △ 289

 固定資産除売却損	 3,179	 2,459

 固定資産減損損失	 5,500	 5,041

 投資有価証券評価損	 0	 1,808

 ゴルフ会員権評価損	 263	 75

 売上債権の減少額	 9,795	 289

 たな卸資産の増加額	 △ 41,597	 △ 63,528

 未成工事受入金の増減額	 17,418	 △ 2,553

 仕入債務の増加額	 17,384	 69,767

 その他		 21,863	 38,947

 　　小計	 113,074	 161,669

 利息及び配当金の受取額	 890	 1,658

 利息の支払額	 △ 496	 △ 508

 法人税等の支払額	 △ 22,985	 △ 26,758

 営業活動によるキャッシュ・フロー	 90,482	 136,060

 II. 投資活動によるキャッシュ・フロー
 有形固定資産・無形固定資産の	

   取得による支出	
△ 90,850	 △ 150,652

 有形固定資産の売却による収入	 5,257	 1,477

 投資有価証券の取得による支出	 △ 17,742	 △ 20,369

 投資有価証券の売却による収入	 2,776	 4,161

 連結子会社株式の取得による支出	 △ 129	 △ 330

 連結範囲の変更を伴う	
   子会社株式の売却による収入	

—	 156

 新規連結子会社の取得による支出	 △ 1,897	 △ 15

 敷金・差入保証金の増加額	 △ 1,874	 △ 3,760

 その他		 △ 3,397	 △ 2,742

 投資活動によるキャッシュ・フロー	 △ 107,857	 △ 172,074

（単位：百万円、単位未満切捨表示）

		  前期	 当期
  項目  自 平成 1� 年 4 月 1 日 自 平成 18 年 4 月 1 日
  至 平成 18 年 3 月 31 日 至 平成 19 年 3 月 31 日

 III. 財務活動によるキャッシュ・フロー
 短期借入金の増減額	 △ 6,992	 494

 長期借入金の増加額	 10,600	 34,015

 長期借入金の返済による支出	 △ 8,696	 △ 6,927

 少数株主への株式発行による収入	 —	 1,200

 自己株式の買取と売却による	
   収支差額	

1,017	 △ 560

 親会社による配当金の支払額	 △ 9,210	 △ 10,868

 少数株主への配当金の支払額	 △ 1,354	 △ 739

 債権流動化による収入	 10,045	 5,009

 債権流動化の償還による支出	 △ 4,673	 △ 7,305

 財務活動によるキャッシュ・フロー	 △ 9,263	 14,317

 IV . 現金及び現金同等物に係る換算差額	 —	 —

  V . 現金及び現金同等物の減少額	 △ 26,638	 △ 21,695

 VI . 現金及び現金同等物の期首残高	 150,460	 123,822

 VII. 現金及び現金同等物の期末残高	 123,822	 102,126

（単位：百万円、単位未満切捨表示）

❶仕入債務の増加額
主に通常は月末に支払っている工事代金等の支払いが、
当期期末日が金融機関の定休日であったことに伴い翌月
初払いとなったため、�9�億円の収入となっています。

❷有形固定資産・無形固定資産の取得による支出
不動産開発物件や賃貸施設等への積極的な投資により、
1,�0�億円の支出となっています。

❸長期借入金の増加額
主に子会社による不動産開発物件の土地等の取得に伴い
資金調達を行ったため、長期借入金の増加による収入が
340億円となっています。

❶

❷

❸
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財務諸表（単体）
貸借対照表

	 前期	 当期
  科目

	 平成 18 年 3 月 31 日現在	 平成 19 年 3 月 31 日現在
流動資産	 487,881	 532,120

現金預金	 65,364	 52,186
受取手形	 3,716	 4,405
完成工事未収入金	 30,917	 27,885	
売掛金	 4,606	 1,933
未成工事支出金	 47,602	 56,652
仕掛品	 7,531	 8,820
材料貯蔵品	 2,255	 2,193
商品	 115	 —
販売用土地	 245,948	 279,133
販売用建物	 43,923	 57,323
前払費用	 3,586	 3,778
繰延税金資産	 22,464	 22,242
その他	 11,920	 16,980
貸倒引当金	 △ 2,072	 △ 1,416

固定資産	 590,492	 668,321
有形固定資産	 339,110	 314,267
建物・構築物	 78,461	 61,015
機械・運搬具	 6,441	 8,218
工具器具・備品	 3,899	 3,247
土地	 249,303	 234,503
建設仮勘定	 1,004	 7,283

無形固定資産	 7,423	 7,533
投資その他の資産	 243,958	 346,520
投資有価証券	 98,319	 106,621
関係会社株式	 67,935	 159,065
その他の関係会社有価証券	 —	 10,030
関係会社出資金	 2,295	 7,177
長期貸付金	 14,948	 12,105
敷金	 14,388	 14,335
差入保証金	 6,443	 6,704
破産債権・更生債権等	 150	 230
長期未収入金	 2,854	 2,858
長期前払費用	 950	 886
繰延税金資産	 38,601	 30,474
その他	 5,301	 4,885
貸倒引当金	 △ 8,230	 △ 8,855

資産合計	 1,078,374	 1,200,441

	 前期	 当期
  科目

	 平成 18 年 3 月 31 日現在	 平成 19 年 3 月 31 日現在
流動負債  	 357,740	 449,152

支払手形	 22,807	 16,632
工事未払金	 84,887	 169,029
買掛金	 30,448	 30,444
未払金	 86,831	 65,628
未払費用	 8,929	 11,079
未払法人税等	 9,274	 9,334
未成工事受入金	 65,087	 59,651
預り金	 29,912	 64,711
賞与引当金	 12,741	 14,010
完成工事補償引当金	 5,740	 6,318
その他	 1,079	 2,312

固定負債	 186,181	 158,080
会員預り金	 55,002	 —
長期預り金	 51,446	 50,713
再評価に係る繰延税金負債	 —	 24,887
退職給付引当金	 72,389	 75,704
その他	 7,343	 6,775

負債合計	 543,921	 607,232
資本金	 110,120	 —
資本剰余金	 147,761	 —

資本準備金	 147,755	 —
その他資本剰余金	 6	 —

自己株式処分差益	 6	 —
利益剰余金	 315,157	 —

利益準備金	 17,690	 —
任意積立金	 266,519	 —

配当準備積立金	 29,000	 —
圧縮記帳積立金	 2,518	 —
特別償却準備金	 100	 —
別途積立金	 234,900	 —

当期未処分利益	 30,947	 —
土地再評価差額金	 △ 67,709	 —
株式等評価差額金	 29,769	 —
自己株式	 △ 645	 —
資本合計	 534,453	 —
負債・資本合計	 1,078,374	 —
株主資本	 —	 653,407

資本金	 —	 110,120
資本剰余金	 —	 228,795

資本準備金	 —	 228,786
その他資本剰余金	 —	 9

利益剰余金	 —	 339,441
利益準備金	 —	 17,690
その他利益剰余金	 —	 321,751

配当準備積立金	 —	 29,000
圧縮記帳積立金	 —	 2,210
特別償却準備金	 —	 47
別途積立金	 —	 253,900
繰越利益剰余金	 —	 36,593

自己株式	 —	 △ 24,950
評価・換算差額等	 —	 △ 60,198

その他有価証券評価差額金	 —	 29,585
土地再評価差額金	 —	 △ 89,784

純資産合計	 —	 593,208
負債純資産合計	 —	 1,200,441

（単位：百万円、単位未満切捨表示） （単位：百万円、単位未満切捨表示）

（
負
債
の
部
）

（
資
本
の
部
）

（
純
資
産
の
部
）

（
資
産
の
部
）

❶投資その他の資産
グループ子会社3社を株式交換により完全子会社化した
ことなどに伴い、1,0��億円増加しました。

「純資産の部」
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」等
の適用に伴い、従来の「資本の部」の表示が「純資産の
部」に変更されています。

❶
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損益計算書

		  前期	 当期
  科目	 	 自 平成 17 年 4 月 1 日	 自 平成 18 年 4 月 1 日
	 	 至 平成 18 年 3 月 31 日	 至 平成 19 年 3 月 31 日

売上高	 1,138,461	 1,185,664

完成工事高	 818,815	 837,923

不動産事業売上高	 260,677	 287,465

その他売上高	 58,969	 60,274

売上原価	 899,986	 931,920

完成工事原価	 639,061	 651,476

不動産事業売上原価	 219,019	 238,135

その他売上原価	 41,905	 42,308

売上総利益	 238,475	 253,743

完成工事総利益	 179,753	 186,446

不動産事業総利益	 41,658	 49,330

その他総利益	 17,063	 17,966

販売費及び一般管理費	 184,009	 192,750

営業利益	 54,466	 60,993

営業外収益	 23,771	 7,902

受取利息配当金	 2,146	 2,446

退職給付数理差異償却	 17,035	 2,688

その他営業外収益 	 4,589	 2,767

営業外費用	 5,571	 3,259

支払利息	 229	 361

その他営業外費用	 5,341	 2,897

経常利益	 72,666	 65,636

特別利益	 1,820	 1,264

特別損失	 18,091	 6,893

税引前当期純利益	 56,395	 60,007

法人税、住民税及び事業税	 12,810	 13,240

法人税等調整額	 8,234	 8,474

当期純利益	 35,351	 38,292

前期繰越利益	 271	 —

土地再評価差額金取崩額	 △ 4,675	 —

当期未処分利益	 30,947	 —

（単位：百万円、単位未満切捨表示）

❶売上高
これまで最高だった第�8期（平成9年3月期）
の売上高（1兆1,�90億円）を上回る、過去最
高の売上高となりました。

❷営業利益
売上原価率の改善等により、営業利益は前期
比��億円の増加となりました。

❸経常利益
退職給付数理差異償却が前期比143億円の減
少となったこと等により、経常利益は前期比
�0億円の減少となりました。

❶

❸

❷

❸
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						      株主資本
		  　　　　　　資本剰余金				                      利益剰余金
							       その他利益剰余金
	

資本金
	 資本準備金	

その他
	 利益準備金	 配当準備	 圧縮記帳	 特別償却		  繰越利益	

自己株式
	

株主資本
 

			 
資本剰余金

		  積立金	 積立金	 準備金	 別途積立金	 剰余金		
合計

平成 18 年 3 月 31 日残高	 110,120	 147,755	 6	 17,690	 29,000	 2,518	 100	 234,900	 30,947	 △ 645	 572,393
事業年度中の変動額
　株式交換に伴う変動額	 —	 81,030	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 81,030
　圧縮記帳積立金の積立（注）	 —	 	 —	 —	 —	 20	 —	 —	 △ 20	 —	 —
　圧縮記帳積立金の積立	 —	 —	 	 —	 —	 120	 —	 —	 △ 120	 —	 —
　圧縮記帳積立金の取崩（注）	 —	 —	 —	 —	 —	 △ 61	 —	 —	 61	 —	 —
　圧縮記帳積立金の取崩	 —	 —	 —	 —	 —	 △ 387	 —	 —	 387	 —	 —
　特別償却準備金の取崩（注）	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 △ 26	 —	 26	 —	 —
　特別償却準備金の取崩	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 △ 26	 —	 26	 —	 —
　別途積立金の積立（注）	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 19,000	 △ 19,000	 —	 —
　剰余金の配当（注）	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 △ 10,999	 —	 △ 10,999
　役員賞与（注）	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 △ 196	 —	 △ 196
　当期純利益	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 38,292	 —	 38,292
　土地再評価差額金の取崩	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 △ 2,812	 —	 △ 2,812
　自己株式の取得	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 △ 24,347	 △ 24,347
　自己株式の処分	 —	 —	 3	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 43	 46
　株主資本以外の項目の	
　  事業年度中の変動額（純額）	

—	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —	 —

事業年度中の変動額合計	 —	 81,030	 3	 —	 —	 △ 308	 △ 53	 19,000	 5,645	 △ 24,304	 81,013
平成 19 年 3 月 31 日残高	 110,120	 228,786	 9	 17,690	 29,000	 2,210	 47	 253,900	 36,593	 △ 24,950	 653,407

株主資本等変動計算書
（単位：百万円、単位未満切捨表示）

		  評価・換算差額等
	 その他			   純資産合計 
	 有価証券	 土地再評価	 評価・換算	  
	 評価差額金	 差額金	 差額等合計	
平成 18 年 3 月 31 日残高	 29,769	 △ 67,709	 △ 37,940	 534,453
事業年度中の変動額
　株式交換に伴う変動額	 —	 —	 —	 81,030
　圧縮記帳積立金の積立（注）	 —	 —	 —	 —
　圧縮記帳積立金の積立	 —	 —	 —	 —
　圧縮記帳積立金の取崩（注）	 —	 —	 —	 —
　圧縮記帳積立金の取崩	 —	 —	 —	 —
　特別償却準備金の取崩（注）	 —	 —	 —	 —
　特別償却準備金の取崩	 —	 —	 —	 —
　別途積立金の積立（注）	 —	 —	 —	 —
　剰余金の配当（注）	 —	 —	 —	 △ 10,999
　役員賞与（注）	 —	 —	 —	 △ 196
　当期純利益	 —	 —	 —	 38,292
　土地再評価差額金の取崩	 —	 —	 —	 △ 2,812
　自己株式の取得	 —	 —	 —	 △ 24,347
　自己株式の処分	 —	 —	 —	 46
　株主資本以外の項目の	
　  事業年度中の変動額（純額）	

△ 183	 △ 22,074	 △ 22,258	 △ 22,258

事業年度中の変動額合計	 △ 183	 △ 22,074	 △ 22,258	 58,755
平成 19 年 3 月 31 日残高	 29,585	 △ 89,784	 △ 60,198	 593,208

（単位：百万円、単位未満切捨表示）

注：平成 18 年 � 月 �9 日開催の第 �� 期定時株主総会における利益処分項目です。

当期（自 平成 18 年 4 月 1 日　至 平成 19 年 3 月 31 日）

「株主資本等変動計算書」の新設
新会計基準の適用（平成18年�月1日の会社法施行に
伴うもの）により、「株主資本等変動計算書」が新設さ
れました。
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■本社・支社
本社 大阪市北区梅田 3 丁目 3 番 � 号 TEL.0�-�34�-�111
東京支社 東京都千代田区飯田橋 3 丁目 13 番 1 号 TEL.03-��14-�111
名古屋支社 名古屋市中区葵 1 丁目 �0 番 �� 号 TEL.0��-933-��03

■支店
北海道
札幌支店 札幌市東区北六条東 8 丁目 1 番 10 号 TEL.011-��0-3111

東　北
青森支店 青森市大字浦町字奥野 ��� 番 TEL.01�-�3�-�300
八戸支店 青森県八戸市類家 4 丁目 �� 番 �0 号 TEL.01�8-43-����
岩手支店 盛岡市向中野 � 丁目 1 番 1 号 TEL.019-�34-1110
仙台支店 仙台市泉区泉中央 3 丁目 8 番地の 1 TEL.0��-3��-�111
秋田支店 秋田市山王 3 丁目 3 番 18 号 TEL.018-8�3-1��1
山形支店 山形市白山 � 丁目 � 番 � 号 TEL.0�3-�33-�0��
福島支店 福島県郡山市大槻町字牛道 � 番地の 3 TEL.0�4-9��-�100
いわき支店 福島県いわき市平字菱川町 4 番地 1 TEL.0�4�-��-44��

関　東
茨城支店 水戸市元吉田町 1194 番地の �4 TEL.0�9-�4�-013�
つくば支店 茨城県つくば市東新井 38 番地 1 TEL.0�9-8��-013�
宇都宮支店 宇都宮市平松本町 1111-� TEL.0�8-�33-03�1
小山支店 栃木県小山市城東 � 丁目 � 番 8 号 TEL.0�8�-��-8��0
群馬支店 群馬県高崎市大八木町 3000 番 � TEL.0��-3��-��10
両毛支店 群馬県太田市石原町 ��8 番地 4 TEL.0���-49-��00
埼玉支店 さいたま市大宮区大成町 3 丁目 ��1 番地の � TEL.048-��3-8�11
川越支店 埼玉県川越市松郷 890-� TEL.049-��8-��33
埼玉北支店 埼玉県熊谷市宮町 1 丁目 �� 番地 TEL.048-��1-��11
越谷支店 埼玉県越谷市七左町 3 丁目 �� 番地 TEL.048-98�-3114
所沢支店 埼玉県入間市東藤沢 3 丁目 3 番 33 号 TEL.04-�901-��11
千葉支店 千葉市緑区おゆみ野 3 丁目 19 番地 4 TEL.043-�91-9�33
船橋支店 千葉県船橋市葛飾町 � 丁目 40� 番 TEL.04�-43�-�819
柏支店 千葉県柏市柏 ��0 番 4 TEL.04-�1�8-��11
関東木造支店 東京都目黒区上目黒 1 丁目 3 番 � 号 TEL.03-���8-��11
城東支店 東京都江戸川区北葛西 � 丁目 10 番 �0 号 TEL.03-���8-0�1�
南多摩支店 東京都八王子市元横山町 1 丁目 � 番 1 号 TEL.04�-�4�-�411
多摩支店 東京都立川市泉町 93�-�8 TEL.04�-���-18�1
武蔵野支店 東京都小金井市緑町 � 丁目 1 番 34 号 TEL.04�-388-8�1�
横浜支店 横浜市戸塚区品濃町 �49 番地 �  TEL.04�-8��-�000
横浜北支店 横浜市都筑区中川 1 丁目 8 番 3� 号 TEL.04�-91�-��90
湘南支店 神奈川県藤沢市辻堂元町 � 丁目 � 番 �3 号 TEL.04��-31-�030
相模原支店 神奈川県相模原市中央 3 丁目 1 番 1� 号 TEL.04�-���-8��1

厚木支店 神奈川県厚木市酒井 31�0 番地 TEL.04�-���-��00
神奈川中央支店 神奈川県大和市下鶴間 �9� 番地 1 TEL.04�-���-1011
山梨支店 甲府市貢川本町 4 番 19 号 TEL.0��-�3�-9�11

北陸・信越
富山支店 富山市天正寺 �8 番地 TEL.0��-4��-1191
金沢支店 金沢市鞍月 � 丁目 �� 番地 TEL.0��-�39-�000
福井支店 福井市和田中 � 丁目 �101 番地 TEL.0���-�3-�43�
新潟支店 新潟市中央区堀之内南 1 丁目 31 番 14 号 TEL.0��-�41-����
上越支店 新潟県上越市大豆 1 丁目 8 番 43 号 TEL.0��-��3-0380
長野支店 長野市平林 1 丁目 3� 番 3 号 TEL.0��-�43-�43�
松本支店 長野県松本市島立 8�� 番地の � TEL.0��3-40-0111

中　部
岐阜支店 岐阜市宇佐南 3 丁目 3 番 1� 号 TEL.0�8-��4-11�1
静岡支店 静岡市駿河区豊田 3 丁目 9 番 10 号 TEL.0�4-�84-4811
浜松支店 静岡県浜松市中区高林 4 丁目 1� 番 �� 号 TEL.0�3-4�4-��11
沼津支店 静岡県沼津市寿町 � 番 � 号 TEL.0��-9�3-818�
中部木造支店 名古屋市中区大須 4 丁目 10 番 3� 号 TEL.0��-�41-��8�
豊橋支店 愛知県豊橋市下地町字瀬上 88 番地 1 TEL.0�3�-��-3�90
岡崎支店 愛知県岡崎市竜美南 1 丁目 1 番地 �9 TEL.0��4-�4-�908
豊田支店 愛知県豊田市寿町 � 丁目 4� 番地 TEL.0���-��-18�0 
愛知北支店 愛知県小牧市常普請 � 丁目 �81 番地 TEL.0��8-��-8101
三重支店 津市桜橋 � 丁目 1�8 番地の 1 TEL.0�9-���-�130
四日市支店 三重県四日市市安島 � 丁目 1 番 1� 号 TEL.0�9-3�1-1�04
桑名支店 三重県桑名市星見ヶ丘 8 丁目 �0� 番地 1 TEL.0�94-3�-��4�

近　畿
滋賀支店 滋賀県草津市野路 1 丁目 9 番地の 1 TEL.0��-��1-�83�
京都支店 京都市伏見区竹田浄菩提院町 31� 番地 TEL.0��-�0�-�919
北近畿支店 京都府福知山市駅南町 1 丁目 ��� 番地 TEL.0��3-�3-30�4
関西木造支店 大阪市中央区南船場 3 丁目 10 番 19 号 TEL.0�-�1�0-��89
堺支店 大阪府堺市北区中百舌鳥町 4 丁 �13 番地 TEL.0��-��0-03�9
大阪北支店 大阪府枚方市茄子作 � 丁目 33 番 3 号 TEL.0��-8��-88�0
大阪中央支店 大阪府八尾市東本町 4 丁目 � 番 10 号 TEL.0��-9��-�400
北摂支店 大阪府箕面市箕面 4 丁目 8 番 �� 号 TEL.0��-��0-����
神戸支店 神戸市中央区御幸通 4 丁目 1 番 1 号 TEL.0�8-���-3800
姫路支店 兵庫県姫路市南駅前町 �� 番地 TEL.0�9-�8�-�1�1
阪神支店 兵庫県西宮市大屋町 3 番 �3 号 TEL.0�98-��-9�98
奈良支店 奈良市法華寺町 83 番地 � TEL.0�4�-34-3031
和歌山支店 和歌山市新中島 �3 番 8 TEL.0�3-4�3-9�10

中国・四国
山陰支店 鳥取県米子市新開 � 丁目 1 番 13 号 TEL.08�9-34-���1
島根支店 松江市黒田町 4�8 番地の 1 TEL.08��-��-1981

事業所一覧 （平成19年�月�8日現在）



岡山支店 岡山市大元 1 丁目 13 番 �0 号 TEL.08�-�44-����
倉敷支店 岡山県倉敷市西中新田 41 番地 1 TEL.08�-4��-349�
広島支店 広島市西区草津新町 � 丁目 �1 番 �9-11 号 TEL.08�-�01-34�0
福山支店 広島県福山市東深津町 3 丁目 8 番 40 号 TEL.084-9��-�300
広島東支店 広島県東広島市西条中央 � 丁目 3 番 � 号 TEL.08�-4�3-����
山口支店 山口市吉敷 308� 番地 TEL.083-9�3-�111
周南支店 山口県下松市大字末武下 4�1 番地 1 TEL.0833-4�-1191
徳島支店 徳島市山城西 1 丁目 � 番地 TEL.088-���-3���
香川支店 高松市伏石町 8�� 番地 3 TEL.08�-8��-��18
愛媛支店 松山市南江戸 3 丁目 � 番 8 号 TEL.089-9��-991�
高知支店 高知市北本町 4 丁目 3 番 1� 号 TEL.088-88�-0�10

九　州
福岡支店 福岡市博多区上牟田 � 丁目 11 番 �4 号 TEL.09�-4�3-0833
北九州支店 福岡県北九州市小倉南区徳力 � 丁目 � 番 8 号 TEL.093-9�4-�131
久留米支店 福岡県久留米市山川神代 1 丁目 10 番 �9 号 TEL.094�-44-��1�
佐賀支店 佐賀市開成 � 丁目 1� 番 � 号 TEL.09��-3�-311�
長崎支店 長崎市平野町 4 番 �� 号 TEL.09�-843-�0�0
熊本支店 熊本市錦ヶ丘 18 番 �4 号 TEL.09�-3�0-����
大分支店 大分市萩原 1 丁目 � 番 40 号 TEL.09�-���-�111
宮崎支店 宮崎市宮崎駅東 3 丁目 1 番地 3 TEL.098�-��-�110
鹿児島支店 鹿児島市鴨池新町 1� 番 13 号 TEL.099-���-����
沖縄支店 那覇市おもろまち 4 丁目 11 番 �� 号 TEL.098-941-�111

■工場
札幌工場 北海道恵庭市白樺町 4 丁目 � 番 1 号 TEL.01�3-39-���0
東北工場 宮城県大崎市古川小野字中蝦沢 133 番地 TEL.0��9-�8-1�03
竜ヶ崎工場 茨城県龍ヶ崎市板橋町 393 番の 1 TEL.0�9�-��-3811
栃木二宮工場 栃木県芳賀郡二宮町大字長沼 �310 番地 TEL.0�8�-�4-1�11
新潟工場 新潟県上越市柿崎区直海浜 �30 番地 TEL.0��-�3�-4111
中部工場 静岡県袋井市国本 841 番地 TEL.0�38-4�-��11
三重工場 三重県三重郡菰野町大字竹成字高原 399� 番地の 1 TEL.0�9-39�-38�0
堺工場 大阪府堺市堺区大浜西町 � 番地 TEL.0��-�33-1191
奈良工場 奈良市西九条町 4 丁目 � 番地の � TEL.0�4�-�4-1�00
岡山工場 岡山県赤磐市多賀 �0�� TEL.08�-9��-9000
四国工場 香川県三豊市三野町大見 1�10 TEL.08��-��-41�1 
九州工場 福岡県鞍手郡鞍手町新延 448 の 8 TEL.0949-4�-901�
鹿児島工場 鹿児島県霧島市隼人町真孝字浜田の上 ���� の 1 TEL.099�-4�-�181

■研究所
総合技術研究所 奈良市左京 � 丁目 � 番 � 号 TEL.0�4�-�0-�111
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大和リース株式会社
ダイワラクダ工業株式会社
大和物流株式会社
株式会社ダイワハウス北日本
株式会社ダイワハウス関東
株式会社ダイワハウス中部
株式会社ダイワハウス北信越
株式会社ダイワハウス関西
株式会社ダイワハウス中四国
株式会社ダイワハウス九州
株式会社寿恵会
株式会社シンクローラー
株式会社伸和エージェンシー
大和エネルギー株式会社
株式会社ダイワサービス
大和情報サービス株式会社
大和ハウスインシュアランス株式会社
大和ハウス・リート・マネジメント株式会社
ダイワハウス・リニュー株式会社
ダイワマンスリー株式会社
大和リゾート株式会社
大和リビング株式会社
ダイワロイヤル株式会社
ダイワロイヤルゴルフ株式会社
株式会社メディアテック
ロイヤルホームセンタ－株式会社
日本体育施設運営株式会社
株式会社大阪マルビル
日本住宅流通株式会社
株式会社東富士
大和ハウスフィナンシャル株式会社
エネサーブ株式会社
ロック開発株式会社
日本住宅ローン株式会社
エリーパワー株式会社

海　外
上海哈比房屋装飾有限公司	 大連民航大厦有限公司
大和事務処理中心（大連）有限公司	 大連大和中盛房地産有限公司
天津九河国際村有限公司	 北京東苑公寓有限公司
大連付家庄国際村有限公司	 上海国際房産有限公司
大連槐城別墅有限公司

大阪市中央区農人橋�丁目1番3�号
大阪市西区阿波座1丁目�番1�号
大阪市西区阿波座1丁目�番1�号
仙台市泉区八乙女1丁目�番地の11
東京都台東区上野�丁目14番4号
名古屋市中区葵1丁目�0番��号
金沢市鞍月�丁目��番地
大阪市北区梅田3丁目3番�号
岡山市上中野1丁目19番�3号
福岡市早良区次郎丸1丁目9番38号
静岡県熱海市泉元宮下分1�番地の�
岡山県赤磐市多賀�0��
大阪市西区阿波座1丁目�番1�号
大阪市北区梅田3丁目3番�号
大阪市西区阿波座1丁目�番1�号
東京都台東区上野�丁目14番4号
大阪市北区梅田�丁目1番��号
東京都中央区日本橋1丁目�番19号
大阪市北区梅田3丁目3番�号
東京都千代田区飯田橋3丁目13番1号
大阪市北区梅田3丁目3番�号
東京都千代田区飯田橋3丁目13番1号
東京都台東区上野�丁目14番4号
三重県亀山市山下町10��
大阪市北区梅田3丁目3番�号
大阪市北区梅田3丁目3番�号
東京都千代田区猿楽町1丁目�番18号
大阪市北区梅田1丁目9番�0号
大阪市北区梅田1丁目1番3-800号
静岡県御殿場市川島田141�番地の1
大阪市北区梅田3丁目3番�号
大津市月輪�丁目19番�号
東京都千代田区神田佐久間河岸��
東京都文京区後楽1丁目4番14号
東京都千代田区有楽町1丁目�番1号

主な関係会社一覧 （平成19年�月1日現在）
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役員一覧 （ 平成19年�月�8日現在） 株式の状況 （平成19年3月31日現在）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

株式会社三菱東京UFJ銀行

日本生命保険相互会社

株式会社三井住友銀行

第一生命保険相互会社

株式会社みずほコーポレート銀行

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505103

中央三井信託銀行株式会社

明治安田生命保険相互会社

34,116

30,244

15,470

14,512

12,117

11,501

11,261

10,579

9,521

8,786

5.7

5.0

2.6

2.4

2.0

1.9

1.9

1.8

1.6

1.5

株主名
当社への出資状況

持株数（千株） 出資比率（％）

注1：持株数は千株未満を切り捨て、出資比率は小数点第2位以下を四捨五入して表示しております。
注2：当社は自己株式を12,763千株保有しておりますが、上記大株主からは除いております。

配当の状況

発行可能株式総数 1,900,000,000株
発行済株式の総数 599,921,851株
株主数 34,481名
大株主

	 1株当たりの年間配当金
	 中間 	 期末

平成 19 年 3 月期 20 円 00 銭 － 20 円 00 銭

平成 18 年 3 月期 20 円 00 銭（注） － 20 円 00 銭（注）

平成 1� 年 3 月期 17 円 00 銭 － 17 円 00 銭

注： 平成 18 年 3 月期は、1� 円 00 銭の普通配当に、3 円 00 銭の創業 �0 周年記念
配当を加え、�0 円 00 銭となっております。

■取締役及び監査役
代 表 取 締 役 会 長 	 樋 　 口 　 武 　 男
代 表 取 締 役 社 長 	 村 　 上 　 健 　 治
代 表 取 締 役 副 社 長 	 小 　 川 　 哲 　 司
代 表 取 締 役 副 社 長 	 大 　 野 　 直 　 竹
代 表 取 締 役 副 社 長 	 石 　 橋 　 民 　 生
取 締 役 専 務 執 行 役 員 	 西 　 村 　 達 　 志
取 締 役 専 務 執 行 役 員 	 石 　 橋 　 卓 　 也
取 締 役 専 務 執 行 役 員 	 東 　 　 　 博 　 司
取 締 役 常 務 執 行 役 員 	 梶 　 本 　 武 　 士
取 締 役 常 務 執 行 役 員 	 渦 　 居 　 　 　 司
取 締 役 常 務 執 行 役 員 	 大 　 塚 　 滋 　 雄
取 締 役 常 務 執 行 役 員 	 武 　 田 　 英 　 一
取 締 役 常 務 執 行 役 員 	 濱 　 　 　 　 　 　
取 締 役 上 席 執 行 役 員 	 青 　 柳 　 千 代 広
取 締 役 上 席 執 行 役 員 	 能 　 登 　 義 　 春
取 締 役 上 席 執 行 役 員 	 河 　 合 　 克 　 友
取 締 役 上 席 執 行 役 員 	 緒 　 方 　 　 　 勇
取 締 役 上 席 執 行 役 員 	 沼 　 田 　 　 　 茂

常 勤 監 査 役 	 江 　 見 　 壽 　 彦
常 勤 監 査 役 	 田 　 野 　 　 　 一
常 勤 監 査 役 	 荒 　 瀬 　 　 　 清
監 査 役 	 土 　 井 　 　 　 洋
監 査 役 	 飯 　 田 　 和 　 宏
監 査 役 	 岩 　 　 　 輝 一 郎

■上席執行役員
寺 　 田 　 良 　 造 	 堀 　 　 　 福 次 郎
泉 　 岡 　 　 　 優 	 土 　 田 　 和 　 人
辻 　 本 　 宗 　 弘 	 木 　 口 　 雅 　 博

■執行役員
秋 　 山 　 一 　 美 	 武 　 川 　 恵 　 洋
中 　 村 　 　 　 泉 	 藤 　 本 　 慎 　 次
範 　 國 　 和 　 士 	 佐 々 木 　 幹 　 雄
大 　 口 　 昌 　 郎 	 岡 　 田 　 恵 　 吾
土 　 谷 　 　 　 勝 	 杉 　 浦 　 純 　 一
田 　 野 　 茂 　 章 	 山 　 本 　 　 　 誠
柴 　 山 　 良 　 成 	 藤 　 谷 　 　 　 修
下 　 江 　 一 　 男 	 藤 　 田 　 勝 　 幸



34,481名
599,921,851株

34,481名
599,921,851株

北海道
347名

1,054,799株
（0.18％）

東北
661名

1,754,895株
（0.29％）

関東
10,028名

290,735,528株
（48.46％）

中部
5,929名

12,180,639株
（2.03％）

近畿
12,638名

90,461,683株
（15.08％）

中国
1,701名

3,944,273株
（0.66％）

外国
546名

192,676,991株
（32.12％）

四国
1,221名

1,892,926株
（0.32％）

九州
1,410名

5,220,117株
（0.87％）

20

所有株数別株式分布状況所有者別株式分布状況 地域別株式分布状況

注：（　）内は発行済株式の総数に占める割合を表示しております。

2,400

2,200

2,000

1,800

1,600

最安値:1,650円
（平成18年6月14日）

最高値:2,245円
（平成19年2月26日）

平成18年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 平成19年1月 2月 3月

80,000

60,000

40,000

20,000

売買高:千株 株価:円（終値平均）

■金融機関
　151 名	 249,956,474 株 （41.66％）
■外国人
　564 名	 199,119,760 株 （33.19％）
■その他国内法人
　1,241 名	 77,946,838 株 （12.99％）
■個人・その他
　32,472 名	 61,795,922 株 （10.30％）
■証券会社
　53 名	 11,102,857 株 （1.85％）

■ 10,000,000 株以上
9 名	 152,565,807 株 （25.43％）

■ 1,000,000 株以上
116 名	 290,624,526 株 （48.44％）

■ 100,000 株以上
300 名	 100,225,298 株 （16.71％）

■ 10,000 株以上
868 名	 23,419,415 株 （3.90％）

■ 1,000 株以上
14,322 名	 28,818,736 株 （4.80％）

■ 1,000 株未満
18,866 名	 4,268,069 株 （0.71％）

株価と売買高の推移（東京証券取引所）
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単元未満株式の買取・買増請求について
　当社は、単元未満株式（1,000 株未満の株式）を所有して

いる株主さまに対して、その単元未満株式の買取請求のほか、

併せて 1,000 株になる数の株式の買増請求もお受けいたして

おります。お手続きの詳細につきましては、株主メモに表記し

ております株主名簿管理人あてにご照会ください。

　なお、株券保管振替制度をご利用の株主さまは、株券を預託

された証券会社等へお申し出ください。

配当金振込制度のご利用について
　配当金のお受け取り方法には、安全確実に配当金をお受け取

りいただける振込制度があり、当社ではこの制度によるお受け

取りをお勧めいたしております。振込制度には、従来の銀行口座

に加え郵便貯金口座（通常貯金口座）へのお振込によるお受け取

りができるようになりましたので、ご希望の株主さまは、株主メ

モに表記しております株主名簿管理人あてに配当金振込指定書

をご請求のうえ、お申し込みください。

決 算 期
基 準 日

定 時 株 主 総 会
期 末 配 当
そ の 他

単 元 株 式 数
株 式 の 名 義 書 換

株主名簿管理人
同事務取扱場所

同 取 次 所

公 告 方 法

上 場 証 券 取 引 所
証 券 コ ー ド

毎年 3 月 31 日

3 月 31 日
3 月 31 日
中間配当を行う場合、9 月 30 日
その他必要があるときは予め公告する一定の日
1,000 株

東京都港区芝 3 丁目 33 番 1 号　中央三井信託銀行株式会社
大阪市中央区北浜 2 丁目 2 番 21 号　中央三井信託銀行株式会社　大阪支店証券代行部
フリーダイヤル　0120-78-2031

【各種手続用紙のご請求】
フリーダイヤル　0120-87-2031
インターネット / ホームページアドレス
　http://www.chuomitsui.co.jp/person/p_０６.html
中央三井信託銀行株式会社　本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

電子公告の方法により行います。
但し、やむを得ない事由により電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載します。
公告掲載 URL: http://www.daiwahouse.co.jp/company/koukoku/
大阪・東京
1925

お知らせ

株主メモ
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株主優待制度のご案内

当社では、当社株式を1,000株以上所有されている株主さまを対象として株主優待制度を所有株式数に応じて実施しております。

1.ご優待内容 2.ご利用券の贈呈基準 3.送付時期および有効期限

ダイワロイヤルホテルズ、
ダイワロイヤルゴルフ、
ロイヤルホームセンター、
ダイワロイネットホテル
ズ、スポーツクラブNAS
の各施設ならびに、株主
優待専用グルメギフトで
利用できる1,000円の「共
通ご利用券」を所有株式数
に応じて贈呈いたします。

1）対象となる株主さま
　 毎年3月31日現在の株主名

簿および実質株主名簿に記
載又は記録された1,000株
以上を所有されている株主
さま（年1回となります）。

2）贈呈枚数
　 所有株式数に応じて右のと

おり、贈呈いたします。

◎ 送付時期 
�月下旬予定 

（定時株主総会終了後）

◎ 有効期限 
発行より1年間 

（平成�0年�月30日まで）

ダイワロイヤルホテルズ
 http://www.daiwaresort.co.jp/

日本の美しい大自然を舞台に、個性豊
かなホテルを全国31か所で展開（関連
施設を含む）。郷土に根ざしたおもて
なしと寛ぎの空間をお届けします。

ダイワロイネットホテルズ
 http://www.daiwaroynet.jp/

ビジネスにレジャーに、みなさまがホテ
ルに求められているサービスを一から
見つめなおし、機能的で快適なステイを
リーズナブルにご提供させていただき
ます。

ダイワロイヤルゴルフ
 http://www.daiwaroyalgolf.jp/

豊かな自然に恵まれた直営ゴルフ場を
全国10か所で展開。ダイワロイヤルホ
テルズでのご宿泊とのセットプランと
してもお楽しみいただけます。

スポーツクラブNAS
 http://www.nas-club.co.jp/

「快適な施設」と「プログラムの充実」
はもちろんのこと、さまざまなイベン
トも多数ご用意。余暇を創造する提案 
型スポーツクラブを、ぜひご利用くだ
さい。

ロイヤルホームセンター
 http://www. royal-hc.co.jp/

個性豊かなファミリーライフを応援す
るため、全国4�か所で展開。インテリ
アやメンテナンスなど、より快適な住
まいづくりのノウハウをご提案します。

株主優待専用グルメギフト

�,000円分の「共通ご利用券」で、お好
きなグルメ商品を1点お選びいただけ
ます。全国より集めたこだわりの銘品
を存分にご堪能ください。

沖縄残波岬ロイヤルホテル

シプレカントリークラブ（奈良県）

ロイヤルホームセンター千葉北店 松柏亭 辛子めんたいこ

スポーツクラブNASウッディタウン（兵庫県）

ダイワロイネットホテル和歌山

1,000株以上
�,000株未満の株主さま ・・・・ �枚    （�,000円）

�,000株以上
3,000株未満の株主さま ・・・・ 10枚（10,000円）

3,000株以上
4,000株未満の株主さま ・・・・ 1�枚（1�,000円）

4,000株以上
�,000株未満の株主さま ・・・・ �0枚（�0,000円）

�,000株以上
10,000株未満の株主さま ・・・・ ��枚（��,000円）

10,000株以上の株主さま ・・・・ �0枚（�0,000円） ※ 詳しくは、同封の「株主ご優待
券のしおり」をご覧ください。



再生紙＋SOYインク使用

■社名／ 大和ハウス工業株式会社 
DAIWA HOUSE INDUSTRY CO., LTD.

■本社／大阪市北区梅田 3 丁目 3 番 � 号

■創業／昭和 30 年 4 月 � 日（設立／昭和 �� 年 3 月 4 日）

■資本金／ 110,1�0,483,981 円

■社員数／ 13,�88 名

■事業所／
　［本社］　大阪市北区梅田 3 丁目 3 番 � 号
　［支社・支店］　全国 9� か所
　［工場］　全国 13 か所

会社概要 （平成19年4月1日現在）


